
1 
 

 

                              

 

平成 28年６月 28日 

各      位 

会 社 名  株 式 会 社 コ コ カ ラ フ ァ イ ン 

代表者名  代 表 取 締 役 社 長  塚本 厚志 

  （コード番号 ３０９８ 東証第一部） 

問合せ先  上席執行役員コーポレートリレーション部長  森  俊一 

  （ＴＥＬ  ０４５－５４８－５９３７） 

 
 

 監査等委員会設置会社移行に伴う「内部統制システムの整備に 

関する基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

当社は、平成28年５月10日付「監査等委員会設置会社への移行および定款の一部変更な

らびに取締役候補者に関するお知らせ」にて開示しましたとおり、本日開催の当社第８回

定時株主総会の承認に基づき、監査等委員会設置会社に移行しました。  

これに伴い、本日開催の取締役会において、「内部統制システムの整備に関する基本方針」

の一部改定を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、変更箇所

は下線で示しております。 

記 

 

（1）取締役ならびに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社及び当社子会社は、「倫理綱領」を定め、企業が存立を継続するためには、コンプライ

アンスの徹底が必要不可欠であるとの認識のもと、すべての役員および従業員が公平で高い倫

理観に基づいて行動し、「良き企業市民」として広く社会から信頼されるよう、以下の体制に

て取り組んでまいります。 

①本社社長を議長とするコンプライアンス・リスクコントロール会議にてコンプライアンス

ならびにリスクに関して検討・対処し、重要な事項については本社社長が主宰するグルー

プ経営会議にて重ねて審議すること等を中心としてコンプライアンスの推進、教育・研修

を行う。 

②本社社長直属の内部監査室が定期的および随時実施する内部監査を通じて、会社の業務実

施状況の実態を把握し、すべての業務が法令・定款および社内諸規程に準拠して適正・妥

当かつ合理的に行われているか、また会社の制度・組織・諸規程が妥当であるかを公正不

偏に調査・検証することにより、会社の財産の保全ならびに経営効率の向上を図り、内部

統制システムの構築・改善に努める。 

③外部専門機関を通報窓口とする内部通報制度（リスクホットライン）を設け、社内の自浄

作用による問題の早期是正を図る。 

また、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済活動や社会の発展を妨げる反社会的

勢力に対しては、毅然とした態度を貫くとともに、あらゆる関係の排除に努めます。 
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（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、取締役会、グループ経営会議をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、

各取締役が職務権限規程に基づいて決裁した文書等、取締役の職務の執行に係る情報を適正に

記録し、法令及び文書管理規程等に基づきその保存媒体に応じて適正かつ確実に検索性の高い

状態で保存・管理いたします。 

 

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社及び当社子会社は、様々な損失の危険に対して、危険の大小や発生の可能性に応じ、事

前に適正な対応策を準備する等、損失の危険を最小限にすべく組織的な対応をとってまいりま

す。 

当社及び当社子会社は、リスク管理体制の重要性を認識し、その基礎としてコンプライアン

ス・リスク管理規程を定めるとともに、本社社長が主宰するグループ経営会議やコンプライア

ンス・リスクコントロール会議において、リスクの管理に関する重要事項を審議する等リスク

管理体制の充実を図ってまいります。 

 

（4）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社及び当社子会社は、会社全体の将来ビジョンと目標を基本としつつ、環境変化に対応し

て中期経営計画および単年度経営計画を策定いたします。これら経営計画を達成するため、取

締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務執行の効率化を図ってまいります。 

また、本社社長が主宰するグループ経営会議を設け、取締役会の議論を充実させるべく事前

審査を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で当社の業務の執行および施策の

実施等について審議し、意思決定を行ってまいります。取締役の職務執行については、組織規

程、業務分掌規程、職務権限規程において、それぞれの責任者および責任・執行手続きの詳細

について定め、効率的に職務が執行できる体制とします。 

 

（5）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

当社は、グループ会社管理規程にて、子会社に対する適正な経営管理を行うための管理体制、

及び報告事項等を定めております。 

 

（6）監査等委員会がその職務を補助すべく使用人を置くことを求めた場合における当該使用人 

に関する事項及び当該使用人の監査等委員でない取締役からの独立性に関する事項 

当社には、監査等委員会の職務を補助すべき使用人はおりませんが、監査等委員会から求め

られた場合には、監査等委員会と協議のうえ合理的な範囲で配置することにしております。な

お、当該使用人を置いた場合には、その任命・解任・評価・人事異動・賃金の改定について監

査等委員会の同意を得ることにより監査等委員でない取締役からの独立性を確保するものと

いたします。 

 

（7）監査等委員会の職務の執行について生ずる費用、または債務の処理に係る方針に関する事項 

監査等委員の職務の遂行について生じる費用の前払、または償還の手続その他の当該職務に

ついて生じる費用または償還の処理については、監査等委員の請求等に従い速やかに処理する

こととしております。 
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（8）監査等委員でない取締役及び使用人が、監査等委員会に報告するための体制、その他の監 

  査等委員会への報告に関する報告体制及びその他の監査等委員会の監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制 

当社及び当社子会社の監査等委員でない取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐

れのある事実があることを発見したときは、法令に従い直ちに監査等委員会に報告することに

しております。 

監査等委員会は、取締役会ほか重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、

常勤監査等委員がグループ経営会議などの重要な会議に出席し、必要に応じて監査等委員でな

い取締役または使用人に業務執行状況に関する説明を求めます。また、当社の会計監査人から

監査内容についての説明を受け、情報の交換を行うなど連携を図っております。 

 また、内部通報制度による通報情報や不正事故等について、内部監査室長が社長および常勤

監査等委員へ報告することとしており、内部通報による通報を理由に通報者に不利益を課して

はならないことを社内規程で定めております。 

 

以 上 


